
平成25年度8月例会 平成25年8月1日 18:00～20:00

演題「水あれこれ」講師：堤 行彦氏(福山市立大学都市経営学部教授)

堤教授は(株)クボタを経て、平成 22 年 4 月から福山市立大学にて教鞭を執られている。

専門は、上下水道を中心とした環境工学である。当日は、水環境の課題という視点で、大

学で行われている研究内容などを中心に以下の４つの内容をご講演いただいた。

１．環境教育

  同大学では、小学校での出前事業を行っており、堤氏も上下水道に関する授業を行って

いる。子供たちは親や先生からの指摘もあり、普段水道水を蛇口から飲むことはなく、

上下水道に関心がない状況である。

  授業では、羽仁進監督の記録映画「生活と水（1952 年制作）」を上映し、過去の日本で

も衛生状態が劣悪であったことを紹介し、上下水道のインフラ整備がいかに重要かとい

うことを説いていくことで、子供たちは関心を示していくとのことである。

  堤氏は、小さい頃からの環境教育が大変重要であると結んだ。

２．災害に強いインフラシステム

  仙台市では、津波の影響で沿岸部にある下水処理施設は全壊になり、2 年以上が経過し

た現在も全復旧には至っていない。一方、上水道は上流部にあることから数週間で復旧

しており、時間的差が大きいという特徴がある。

  一方、東南海地震で予測されている福山市の津波高さは4～5mである。これは下水処理

場や都市ガス供給施設をはじめ、市街地全体が被害にあう予測である。一方、上流部に

ある浄水場の被害はほとんどなく、仙台市と同じような状況に陥る可能性が考えられる。

対策として、スモールグリッドを用いた分散型都市にて、地域ごとに都市ガスや下水処

理場を分散するシステムを提案された。

３．高濁度水対策について

  近年頻発している集中豪雨による高濁度原水について、中小規模の浄水場では対応でき

ていない状況が見受けられる。このため、厚生労働省の科学研究費にて行っている高濁

度水対策の研究内容の一部について以下の報告があった。

  ・濁度が上昇し始める前に凝集剤の注入率上げる。

  ・2段凝集を行う。

  ・アルカリ度の管理を容易に行うために、電気伝導度を用いる。

４．海外水ビジネスについて

  日本企業が海外の水関連市場に参入していくための課題として以下を指摘された

  ・コスト

  ・受注形態の国内モデルとの相違

  ・グローバル競争化

日本が海外に出ていく以上、国内市場を開放していく必要がある。このため、国内も海外

市場と同様に競争が激化していくことが考えられ、準備を万全にする必要があると結んだ。

このあと、数多くの質疑があり、活発な討議がなされた。



『 水あれこれ 』 

 福山市立大学 都市経営学部 

  堤 行彦 

「日本技術士会近畿本部上下水道部会」講演会 

平成25年8月1日 
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本日の内容 

（１）環境（上下水道）教育のようなことが小学生から必 

   要なのかな？ 

 

（２）地震などの減災を考えたとき、インフラシステムは？ 

  （福山市の上下水道施設、ガス供給施設は？） 

 

（３）高濁度時浄水処理（中小規模）の対応について少しだけ 

 

（４）海外水ビジネスについて少しだけ 



小学生（4年生）に対する出前授業 

・この子たちはほとんど蛇口から水道水を飲まない 
 親が水筒を持たせる（夏は学校の先生も推奨する） 

（１）環境（上下水道）教育のようなことが小学生から必 
   要なのか？ 



上下水道は都市の重要インフラ 

日本水道協会、水道のあらまし2008より 



「都市水環境システム」の講義を受けた学生（アンケート） 

レポートでの質問：上下水道に今後何を望むか？ 
（この中で8割以上の学生が水道水を直接飲んでいない） 





0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0
pH 電導度 (mS/cm) DO (mg/l) 塩分 (%) 



水道産業新聞第4779号、2013.10.29より 



 
 
（２）地震などの減災を考えたとき、インフラシステムは？ 
  （福山市の上下水道施設、ガス供給施設は？） 

 

南蒲生浄化センター 
（仙台市の下水の70%を受け入れ） 
被災前状況 

南蒲生浄化センター津波被災中 
⇒復旧に長期（海に未処理放流） 

仙台市の水インフラ（水道・下水）被災状況 
                      （仙台市上水道局・下水道局の資料とヒアリングより） 

最大給水量時給水戸数、
人口 
  14万戸、32万人 
  ⇒2.28L/人 
 
断水戸数最大時（2日後） 
  23万戸、52万人 
  給水量（2日後） 
  300m3 ⇒0.58L/人 
 
災害5日目 
  11万人 
  530m3給水 ⇒4.8L/人 
 
約3週間後に断水は復旧  
⇒200L/人を確保  

 水道 
約3週間後に断水は復旧  
⇒200L/人を確保  

 下水道 
   （2年後も不完全復旧） 



 福山市のエネルギー・水施設配置の現状と災害時の課題 

 （福山市の上下水道施設、ガス供給施設は？） 

標高4m未満の地域 

南海地震による 
津波警戒範囲 

福山中心部～神辺の標高分布 

中津原浄水場 
（主要浄水場） 

箕島浄水場（工業用水） 

松永浄化センター 

芦田川浄化センター 
（最大下水量処理） 

新浜浄化センター 

天然ガス受入基地 

浄水場（水道） 

浄化センタ 
（下水道） 

ガス供給所 

大学 



福山中心部～神辺の液状化しやすい地形分布 

地形分類データ：治水地形分類図（国土地理院） 

沖積平野・干拓地・埋立地 
（液状化しやすい） 

旧河道・旧湖沼 
（特に液状化しやすい） 

地形の観点から言えば、 
旧山陽道の北側を除いて 
市街地全域に液状化リス 
クがある。 

箕島浄水場（工業用水） 

中津原浄水場 
（主要浄水場） 

松永浄化センター 

芦田川浄化センター 
（最大下水量処理） 

新浜浄化センター 

天然ガス受入基地 



エネルギーシステム 
（電力・熱供給システム） 

水循環システム 
（上下水道施設） 

水・エネルギー統合・ 
管理システム 

分散型自立地域（３～５地区） 
（居住地域：福山駅山側、神辺他） 分散型自立地域 

（工業立地地域： 
海側埋め立て地域） 

分散型自立地域 
（商業地域： 
 福山駅周辺） 

分散型都市システム 
（福山市モデル） 

他都市システム 

立地・地形・地盤の検討 

統合的エネルギー・水 
管理システム 

【水とエネルギーの福山市分散型都市モデルのイメージ図】 

分散型自立のメリット 
 ・エネルギー・水のシステムや技術の選択肢が増加 
 ・災害に対するリスク分散、リスクの軽減 
 ・エネルギーと水の持続可能な社会への貢献 

デメリット 
 ・エネルギー・水システム運営コスト増加 
  ⇒統合管理システムによるコスト最適化 
  ⇒災害における被害便益 
 ・多大な時間と施設変更の初期投資コスト 

分散型自立のメリット 
 ・エネルギー・水システム技術の選択肢が増加 
 ・災害に対するリスク分散、リスクの軽減 

デメリット 
 ・エネルギー・水システム運営コスト増加 
  ⇒統合管理システムによるコスト最適化 

現状の課題を踏まえた都市インフラの在り方（案） 



 福山市でのエネルギー・水システム 

外部電力が遮断されて
も電気と熱を自立的に
供給 

 都市ガス（LNG)の分散システム（各地区別に設置） 
 ⇒コージェネレーション（暖房も冷房）-通常時外部電力と2元 

 上下水道の分散型水利用システム（各地区別に設置）  

 水道：主施設（中津原）の施設強化と他施設の役割分担 
   多元化水利用システム構築（飲用、生活用水、衛生用水の使い分け、雨水利用等） 
        下水道：下水処理施設の分散化（各地区設置）と分別排水 
   コンパクトな下水再利用施設の設置⇒生活用水の確保、公共水域排水負荷低減 
       （居住地域：福山駅山側と商業地域：福山駅周辺等） 



福山市中心部の人口密度とスモールグリッドの地区分割提案 
平成22年国勢調査 人口等基本集計のデータに基づき作成 

福山市街地の地区割りと各地区の飲料水給水施設と 
                        下水処理（循環）施設 



断水長期化 濁り処理能力に限界 西川浄水場、対応できず 
寒河江川が濁り、一時供給を停止した西川 
浄水場の貯水槽 
  断水は、１２市町を対象にしている村山広域水道の給水停止が原因。取水している寒河江川の 
濁りが西川町にある西川浄水場の処理能力を超えたため、１８日と２２日に一時停止した。 

 県によると、断水に大きく影響した２２日には最高で１０６０度を記録した。西川浄水場の処理能力
は、通常の寒河江川が清流のため、１００度程度に設定されており、一時は約１０倍に達したことにな
る。 
 これに対して、山形市の見崎浄水場など主要２施設と、仙台市の茂庭浄水場など主要４施設の 
処理能力は、いずれも１０００度となっている。 
 日本水道協会によると、処理能力は水源の通常の濁度や供給する人口規模などを基に設計され 
る。協会は「最終的に危機管理に対する事業体の意識の高さも関係してくる」と話している。 
 山形県の担当者は「普段は最大１００度程度に耐えられれば十分で、処理能力を高めると設備 
費がかかり、水道料金を上げざるを得なくなる」と説明する。 
                             河北新報ニュースサイト（2013年07月26日金曜日）より 

北見市広郷浄水場の事例 

（３）高濁度時浄水処理の対応について少しだけ 



北見市広郷浄水場の事故後応事例 

（濁度50-200度対応、200以上は取水停止） 
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分 野 （2）水安全対策研究分野 ②水道システムに係わるリスクの対策研究 

研究番号 H23 -健危- 一般 -008 

研究期間 平成２３年度 から 平成２５年度 

研究代表者 相澤 貴子 水道技術研究センター主席研究員 

研究分担者 

藤原 正弘 水道技術研究センター理事長 

安藤  茂 水道技術研究センター専務理事 

武内 辰夫 水道技術研究センター常務理事 

鈴木 泰博 水道技術研究センター主幹 

伊藤 雅喜 国立保健医療科学院上席主任研究官 

堤  行彦 福山市立大学教授 

鎌田 素之 関東学院大学准教授 

宮島 昌克 金沢大学教授 

研究協力者 水道事業体５名 民間企業３名 センター６名 計１４名 

経年化浄水施設における 

原水水質悪化等への対応に関する研究 

20 



水道ビジョン（厚生労働省）への貢献 

（政策目標：安心、安定、持続など） 

 目 的 
【研究組織】 

原水水質対応班 

耐震化促進班 

 効率的で維持管理が容易な浄水処理プロセス 

    と施設改善方策の提案  

 簡易耐震性評価手法等の改定   

 適切な施設更新によるリスク低減対策の推進 

 背 景 
 水源水質悪化への対応不十分・遅延 
 耐震化の取組みが遅延傾向  
 基幹施設の多くが経年化・老朽化 

中小規模水道で顕著 

研究の背景と目的 

背景：人材、技術力、財政力の不足 

21 



２．アンケート調査対象（急速ろ過方式１万m3/日以下の 
  136浄水場） （設問；水質、施設、運転管理等） 
  

 中小規模水道の現状と課題（１） 

22 

１．アンケート調査の目的 
  原水水質悪化に伴う浄水処理の課題を把握 

３．調査結果 
 ＊運転管理・水質面：  
       凝集不良（主に高濁度時、藻類発生時） 
       特に北海道と九州（10件/14件） 
 ＊運転マニュアル： 未整備約35％（44件/126件） 

運転マニュアル整備状況 

回答数 :126 

事業体作成 

   49％ 

外部委託作成 

   16％ 

無し 

   35％ 

運転管理上の課題 
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 原水高濁度時の課題に関する実態調査 

原水高濁度時における凝集不良を課題とする中小規模事業体への
アンケート及びヒヤリングによる詳細調査 

原水水質の課題 
    

 河川上流域の早期情報入手がなされていない  
 計測すべき水質項目に対する計装設備の未整備、未測定（アルカリ度等） 
 

施設機能の課題 
 

 設計当初に比べ、原水水質が悪化、水道水質基準の強化、老朽化による機能低下 
 薬品注入設備の能力不足、不適切な薬品注入地点 
 沈殿池構造の欠陥 
 沈殿池排泥設備の未整備等 
 

運転管理の課題 
 

 凝集剤の注入操作が不適切 

 運転管理マニュアル等の未整備 
 技術者の教育・経験不足 
 技術的裏付けに基づく運転が行われていない 

施設固有の課題に対する解決策を示す必要あり 

情報収集不足 

施設の整備・能力不足 

技術者・技術力不足 
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世界では5億～10億人の人が安全な飲み水を飲めません 

水インフラ（上下水道）の未整備(量的・衛生的課題）⇒ODA等による推進 

（４）海外水ビジネスについて少しだけ 



水不足への対応（下水再生水の広域利用） 

シンガポールでは飲用水まで検討 
 （現在、18万m3/dが稼働し、その 
  うちの約3万m3/dが、いったん 
  貯水池に貯められ浄水場の 
  原水となっている 

生活排水の灌漑・生活
用水利用 

⇒RO膜を使えば可能 

世界
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中国での水道水質確保の対応事例（質的未整備） 

http://www.crecla.net/reason/reason1.html


もう一つのポイント 
１．国内市場    海外市場 

（国内の市場） 
 完全に縮小：１０年前の約半分 
 （例）水道事業総予算：1.7兆円⇒1.0兆円 
    下水道事業総予算：4兆円⇒2兆円 
    水処理機器プラント関連：約3000億⇒1500億 
                           （年間） 
（今後の国内状況） 
 水道：更新市場 ⇒厳しい財政状況 
 下水：増設、改築、更新、運転管理⇒厳しい財政状況 
     高度処理他 ⇒MBR等伸び悩み（地域限定的） 
 （海淡：沖縄、福岡以降進まず（造水コスト高）） 
  



 

（海外市場－分野別） 
 36.2兆円/年（2007） ⇒ 86.5兆円/年（2025年）                       

                    
   
 



（海外市場対象国）   
   中国、インド、中東等の水ストレス地域で活発 

 

   上下水道施設の拡大： 中国、インド、ベトナム等 
  海水淡水化の増大： 中東、地中海沿岸等 

 



海水淡水化市場では膜素材メーカーとして強いが 

  グローバル水ビジネスにおける日本企業の課題 
  
 ポイント１． コスト（過去の実績はあるが？） 



世界のMBR市場でも非常に強いが？  

圧倒的大多数 

Share in the MBR market 
(based on water quantity) 

Zenon 

38% 

KUBOTA 

23% 

Ohters 8% 
Siemens 

10% 

Mitsubishi 
 Rayon 
21% 

Reference: Fuji Marketing Report CR, 

No.1144  

全体の半分が日本企業の膜 

MBR市場での日本の膜の設置数 

上記MBR市場での処理水量ベース 

 

最初沈殿池 反応タンク 最終沈殿池 消毒槽 

汚泥濃縮槽 汚 泥 脱 水 

膜 

(参考）MBR（Membrane Bio-Reactor）のシステム  



 （コスト競争の激化） 
 中国、韓国との戦い ⇒コスト競争では最終的に勝 
                てない？ 
  以前は素材（膜、機器等）を中心に水ビジネスが可能 
   ⇒日本企業の新規技術優位性が確保 
   ⇒素材（膜、機器等）販売を中心に推進した歴史 
 
  現在は中国、韓国との素材コスト競争に苦戦 
   ⇒高度な製品（RO膜等）ですら技術優位性が低下 
   ⇒単純なコスト競争に引き込まれている 
   
  



ポイント２．海外ビジネス(事業）モデルと国内の相違 

（国内の市場）⇒まだ、不慣れ（国内水業界） 
 分割・プラント機器発注 ⇒性能発注、一括発注 
                    DB,DBO,PFI 
   （理由）              
    自治体技術者の減少                                   
    コスト競争による性能低下の抑制 
    自治体予算処置が困難 
  
（海外の市場）         

 ほとんどが一括発注 ⇒上下水道の運営まで 
                BOT,BOO,BTO等 
 ベオリア、スエズなどのフランス巨大企業が中心               
 ⇒日本は素材（膜、ポンプ等）を元受企業に販売 
  

海
外
ビ
ジ
ネ
ス
形
態
と
類
似 



ビジネス形態別の海外市場 

出所）「わが国水ビジネス・水関連技術の国際展開に向けて」（経済産業省）2008年７月 



（参考）契約形態事例 

DB 

DBO 



ポイント３．市場がグローバル競争化 
     －海外巨大総合企業との戦い 
    －新興企業とのコスト競争の激化 

（国の支援と海外巨大総合企業との戦い） 
 フランス（ベオリア、スエズ）、米国（GE）、中国、韓国 
     ⇒国家戦略  国と国の戦い 
     ⇒ソリューション事業（BOT,BOO等）の豊富な実績     
 
  
 日本：政府に動き （PPP協議会、チーム水日本等） 
     ⇒ 国を挙げて海外進出（新幹線、原子力、水） 
     ⇒ 国内市場の開放は不可避 
 企業：ソリューション事業（BOT,BOO等）の実績がない⇒対応策 

（コスト競争の激化） 
 中国、韓国との戦い ⇒単純製品では最終的に勝てない？   
               ⇒  現地生産   



フランスの上下水道運営２大企業(例） 

・日本の上下水道のビジネスモデル（機能
分割）⇒技術等統合なし 
  施設の運営・経営及び運転管理 ：事業
体 
  プラントの建設：企業（機械、電気、土木
も分担） 
・フランス等海外企業⇒技術・ノウハウを大
量に蓄積 
  日本で機能分割しているものを１つの企
業で可能 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－
－－－－－－－－－－ 

多くの実績ある海外巨大総合企業との戦い 

日本は国内企業単独では運営事業までは困難、戦えない 



 ビジネスモデル（資本力、機能統合）の強化 
 ⇒運営・管理含むソリューション事業での総合力の強化 
 ⇒素材・単品機器だけでは海外水ビジネス拡大は困難 
  ・GWRA,GWSTAのように事業連合体の形成 
 
  ・企業総合力の強化（例） 
   メタウォーター ：素材・機械メーカーと電機メーカーの合流   
   水ing ：機械メーカー、商社、プラント会社の合流 
 

  ・自治体とのビジネス連合体の模索（例） 
   上下水道事業体 
    東京都水道局（東京水道サービス）：マレーシア他 
    北九州水道局：カンボジア（シエムレアップ市、他） 
    横浜市（横浜ウォーター）：ベトナム（フエ他） 
    大阪市(水道局、下水道局）：ベトナム（ホーチミン他） 
    川崎市水道局：オーストラリア 
    埼玉県企業局：ラオス他 



 

国との連携 

国の行政間連携 



 

Global Water Recycling and Reuse System 
Association, Japan （GWRA） 

旭化成ケミカルズ株式会社 
旭有機材工業株式会社 
アズビル株式会社 
アタカ大機株式会社 
エヌ・イー・ティ株式会社 
株式会社荏原製作所 
株式会社大林組 
株式会社オーバル 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ 
鹿島建設株式会社 
川崎重工業株式会社 
協和機電工業株式会社 
株式会社クボタ 
KYB株式会社 
清水建設株式会社 
株式会社神鋼環境ソリューション 
水道機工株式会社 
住友電気工業株式会社 
積水化学工業株式会社 
双日株式会社 
株式会社損害保険ジャパン 

ダイセン・メンブレン・
システムズ株式会社 

千代田化工建設株式
会社 
テスコ株式会社 

株式会社電業社機械
製作所 
株式会社東芝 
東洋紡績株式会社 
東レ株式会社 
株式会社酉島製作所 

パナソニック株式会社
エコソリューションズ社 
株式会社日立製作所 
日立造船株式会社 

株式会社日立プラント
テクノロジー 
株式会社フジタ 
株式会社堀場製作所 
前田建設株式会社 

株式会社三井住友銀
行 

三井物産プラントシス
テム株式会社 
三菱化工機株式会社 
三菱重工業株式会社 
三菱商事株式会社 
三菱レイヨン株式会社 
株式会社明電舎 

メタウォーター株式会
社 
森松工業株式会社 
横河電機株式会社 GWRAHPより 

GWRA参加企業 

GWRA参加企業 

企業間連携 

http://www.asahi-kasei.co.jp/chemicals/jp/
http://www.asahi-yukizai.co.jp/
http://www.azbil.com/jp/
http://www.atk-dk.co.jp/
http://net-bio.jp/
http://www.ebara.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.oval.co.jp/
http://www.oriconsul.com/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.khi.co.jp/
http://www.kyowa-kk.co.jp/
http://www.kubota.co.jp/
http://www.kyb.co.jp/
http://www.kyb.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.kobelco-eco.co.jp/
http://www.suiki.co.jp/
http://www.sei.co.jp/index.ja.html
http://www.sekisui.co.jp/
http://www.sojitz.com/jp/index.html
http://www.sompo-japan.co.jp/index.html
http://www.daicen.co.jp/
http://www.daicen.co.jp/
http://www.chiyoda-corp.com/
http://www.chiyoda-corp.com/
http://www.tesco-inc.jp/
http://www.dmw.co.jp/
http://www.dmw.co.jp/
http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm
http://www.toyobo.co.jp/
http://www.toray.co.jp/
http://www.torishima.co.jp/jp/
http://panasonic.co.jp/es/
http://panasonic.co.jp/es/
http://www.hitachi.co.jp/
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.hitachi-pt.co.jp/
http://www.hitachi-pt.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.horiba.com/jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smbc.co.jp/
http://www.smbc.co.jp/
http://plantsystems.mitsui.co.jp/ja/default.aspx
http://plantsystems.mitsui.co.jp/ja/default.aspx
http://www.kakoki.co.jp/
http://www.mhi.co.jp/
http://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/index.html
http://www.mrc.co.jp/
http://www.meidensha.co.jp/pages/top/index.html
http://www.metawater.co.jp/
http://www.metawater.co.jp/
http://www.morimatsu.jp/
http://www.yokogawa.co.jp/


GWSTAパンフレットより 

企業間連携共同研究 



＜１．水資源プロジェクト（COCN）＞産業競争力懇談会提言資料（2008年3月） 

（２）日本企業のグローバル水インフラビジネスへの対応 



市場におけるグローバル化の波は避けられない！ 
 
         

   ・ 最新情報の収集（国内外動向） 
         ・ マーケットニーズの収集 
           現地ニーズ（ローテク？ハイテク？）   
         ・ 新規・改良開発（モノづくり力の堅持） 
         ・ 産・官・学の連携（官・学の活用） 
         
        常に万全の準備を怠らない！ 
 
 

      日本国内のも同じ状況に！ 
 



 
 ・小学生から環境教育（上下水道含め）必要なのでは？？ 

 
・ 上下水一体のシステム構築・運営が今後重要？？？ 

  
 ・中小規模水道の対策は不可欠では？？？？ 
           
 ・ グローバル水ビジネスは不可避？？？？ 
 

      

最後に 

『 水あれこれ 』 対応すべきことが！！！ 



ご静聴ありがとう 
ございました 


